
６７

研　究

中国エネルギーのボトルネ ック解消と物価上昇

エネルギー価格引上げによる物価への波及効果の計測
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ｗ　終わりに

Ｉ　問　題　提　起

　経済体制改革の推進によっ て， 中国経済はこの十数年に注目すべき成果を上げ，経済

力は大いに増強され，国民の生活水準も明らかに向上した。しかしながら ，この経済の

活性化及び高度成長と平行して，供給不足からの脱出が難しく ，日増しに産業構造の不

均衡に悩まされるようになっ た。 とりわけ基礎素材産業 ・エネルギー部門のボトルネ ッ

クが中国経済の成長を阻害する由々しい要因となっ ていくことは避けられない 。

　ボトルネ ックの解消には，財政補助なども必要であるが，それだけに依存して投資の

増大を期待するのは限界がある。根本的な解決はエネルギー価格過小評価問題の解決と

同時に考えなければならない。この問題に対して，政策機関もボトルネ ック産業の資金

利潤率を，その他の産業の平均利潤率より高くする ，という市場メカニズムによるボト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２９）
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ルネ ックを解決する意図があり ，思い切 って措置を構じて，計画的，段階的にボトルネ

ック産業の価格引き上げを行おうとの堅い決意を示している 。

　しかしながら価格の変動，とりわけエネルギーのような基礎産業の価格変動によっ て

引き起こされる経済的利害関係の変化は社会経済活動の全般に大きな影響を与える 。し

たがって，それに関運する一連の問題に対してより精綴な分析が必要とされる 。

　市場メカニズムを導入する新しい経済体制にとっ ての不合理な価格体系に対して ，

１９７９年から価格改革を行 った。しかし，１９８４年後半から ，物価は急上昇し始め，ついに

年率２０％を上回るハイパイインフレーシ ョンの難局に直面し，国民生活に大きな不安を

与えたため，停止せざるを得なかった 。

　価格調整を安易に考えたことがその失敗につながった要因であろうが，一部門の価格

変動はそれに関連する部門だけに与える第一次的効果にとどまらず，それらの部門に関

連する産業部門に累積しながら広がる第二次効果，第三次効果をもたらす。これらの波

及効果は次から次へと伝播していくことになる 。その結果，最初に変動を起こした部門

自身にもより一層の変動をもたらすし，他の多くの産業部門にも想像以上の影響を与え

ざるを得なくなる 。さらにこれらの価格変動は国民所得の分配率さえ変えることになり

得る 。それを維持するために，各産業部門それぞれの価格がなおさら変動する必要とさ

れることになる 。とりわけ，産業間相互依存関係がますます緊密になっ ている今日の経

済では，一産業部門の価格の変動はやがてすべての産業部門に波及し，最初の小さな調

整でも最終的には累積されて，経済全体にとっ ては，かなりの影響を受けることになり

得る 。

　このような波及効果に対応する価格の変動調整及びそれによっ てもたらされる分配 ・

配分の変動に対応する調整は，自由経済のもとでは割合に自動的におこなわれるメカニ

ズムを持 っているが。賃金 ・価格などの変動に指令性を帯びる ，いわば中国の計画経済

のもとで行う場合には，各産業部門の価格 ・賃金への直接 ・問接効果を総合した全効果

がどの程度になるかを把握するのは一層重要性を持つことになる 。

　本稿では，以上の認識にもとづき ，中国エネルギーの九割以上をまかなう石炭と石油

を分析対象とし，その現状と問題点を見る 。さらに，それぞれの背景に基づき ，ある仮

定を設定し，その場合のエネルキ　　部門の価格変動が物価全体へ与える影響を中国統

計出版社が出版した１９８７年度中国産業連関表を用いて，詳細なシミュレーシ ョン分析を

試みる 。

（２３０）
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ｎ　エネルギー産業と石炭

（１）エネルギー産業の現状と問題

　中国エネルギーの現状を理解するために，まずその生産と消費の構成について見てみ

よう
。

表１　中国エネルギー生産 ・消費量及びその構成　　　（単位 ：万ｔ）

構　成 上ヒ（％）

年度
構　成　比 （％）

生産量 消費量
原　炭 原　亨由 天然ガス 水　力 石　炭 石　亨由 天然ガス 水 力

５２ ４， ８７１ ９６ ．７ １． ３
一

２． Ｏ ５ ４１１ ９４ ．３ ３． ８
■

１． ８

５７ ９， ８６１ ９４ ．９ ２． １ Ｏ． １ ２． ９ ９ ６４４ ９２ ．３ ４． ６ Ｏ． １ ３． ０

６５ １８ ，８２４ ８８ ．Ｏ ８． ６ Ｏ． ８ ２． ６ １８ ９０１ ８６ ．５ １０ ．３ Ｏ． ９ ２． ７

７５ ４８ ，７５４ ７０ ．６ ２２ ．８ ２． ４ ４． １ ４５ ４２５ ７１ ．９ ２１ ．１ ２． ５ ４． ６

８０ ６３ ，７３５ ６９ ．４ ２３ ．８ ３． Ｏ ３． ８ ６０ ２７５ ７２ ．２ ２０ ．７ ３． １ ４． ０

８１ ６３ ，２２７ ７０ ．２ ２２ ．９ ２． ７ ４． ２ ５９ ，４４７ ７２ ．７ ２０ ．Ｏ ２． ８ ４． ５

８２ ６６ ，７７８ ７１ ．３ ２１ ．８ ２． ４ ４． ５ ６２ ，０６７ ７３ ．７ １８ ．９ ２． ５ ４． ９

８３ ７１ ，２７０ ７１ ．６ ２１ ．３ ２． ３ ４． ８ ６６ ，０４０ ７４ ．２ １８ ．１ ２． ４ ５． ３

８４ ７７ ，８５５ ７２ ．４ ２１ ．Ｏ ２． １ ４． ４ ７０ ，９０４ ７５ ．３ １７ ．４ ２． ４ ４． ９

８５ ８５ ，５４６ ７２ ．８ ２０ ．９ ２． Ｏ ４． ３ ７６ ，６８２ ７５ ．８ １７ ．１ ２． ２ ４． ９

８６ ８８ ，１２４ ７２ ．４ ２１ ．２ ２． １ ４． ３ ８０ ，８５０ ７５ ．８ １７ ．２ ２． ３ ４． ７

８７ ９１ ，２６６ ７２ ．６ ２１ ．０ ２． Ｏ ４． ４ ８６ ，６３２ ７６ ．２ １７ ．Ｏ ２． １ ４． ７

８８ ９５ ，８０１ ７３ ．１ ２０ ．４ ２． ０ ４． ５ ９２ ，９９７ ７６ ．２ １７ ．Ｏ ２． １ ４． ７

８９ １０１ ，６３９ ７４ ．１ １９ ．３ ２． Ｏ ４． ６ ９６ ，９３４ ７６ ．Ｏ １７ ．１ ２． Ｏ ４． ９

９０ １０３ ，９２２ ７４ ．２ １９ ．０ ２． ０ ４． ８ ９８ ，０００ ７５ ．６ １７ ．Ｏ ２． １ ５． ３

（出所）《中国統計年鑑１９９１年》による

　ここでの生産量とは，各種のエネルギーがキロ当たり７０００キロカロリー 発熱量を持つ

標準石炭（標準燃料）を基準として換算されたものである。この表で明らかなように ，

中国エネルギーの多くが石炭，石油によっ てかまなわれており ，生産の面では，石炭が

エネルギー生産総量の約７４％を占め，石油が約１９％であ って，消費の面では，石油の輸

出により ，石炭のウェートがさらに増加した 。

　１９８０年代には，政府のエネルギー産業への基本建設投資額ウエートが大きく増え，合
　　　　　　　　　１）
計２９３８ ．６４億元である 。エネルギーの生産はこの１０年間６３ ．２％増加し，平均年成長率は
　　　　　　２）
７． ４％に達した。この成長率から見れば，決して低いとは言えない。しかし，この間の

（２３１）
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経済成長率実績は国民所得べ一スで９％，エネルギーを多く消耗する鉱工業べ一スで

１５％であ った。また，これまで抑えられてきた国民生活水準の向上と生活方式の近代化
　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
によっ て， エネルギーの消費が急増した。これらのことはエネルギーの供給に大きな圧

力をかけ，エネルギーの供給不足を著しく深刻なものとした。今日の中国においては ，

電力不足の故に全国工場設備の２０％から３０％が遊休状態にあり ，また全国都市住民の

３０％，農民の４０％がエネルギー消費をまかなうことができないでいると言われる 。これ

は経済の発展を制約し，マクロ 及びミクロ経済の効率向上へ悪影響を及ぽしている重要

な原因となっ ている 。

　１９８０年代の経済過熱は，さらにエネルギー産業内部の発展にも悪影響を与えた。石炭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
・石油 ・電力産業における貯蔵率の低下と設備の老朽化は深刻なものとなっ ている 。ま

た， 建設に長い時間と大量資金の必要な水力発電は急増した電気需要に応じられないた

め， 電気工業投資に占める水力発電への投資比重を急減し，その替わりに火力発電が急
　　

５）

　　　　 、　　 、　　　　　　　　　
６）

増した。それは大気汚染なとの環境問題を引き起こすと同時に，石炭の供給不足に拍車

をかけた 。

　エネルギー産業基盤の不備によっ て， 高度成長を続けることは大きな負担となり ，

１９８０年代後半からラジカルな引き締めを余儀なくされた。この引き締めにより１９９０年上

半期には原油を除いた石炭，電力には供給過剰が発生した。しかし，それはあくまで８９

年９月以降工業生産の成長が急落したため一時的に生じたものであ った。エネルギー供

給不足の事態は依然として解決されていない 。

　第８次５ケ年計画により ，１９９５年までに，一次エネルギー生産量は１１ ．７２億トン標準

石炭に達することになる 。その内訳は，石炭生産量は１２ ．３億トン ，電気生産量は８１００億

キロワ ット時，原油生産量は１ ．４５億トン（その中海上石油５００万トン），天然ガス生産量

は２００億立方メートルである 。同期間の年経済成長率が国民生産値べ一スで６％である

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
ことから見れば，エネルギー生産弾力性係数はＯ．４という低い数字になっ ている 。エネ

ルギーの供給不足が予測されている 。

　産業構造不均衡に関する最大の問題は，国内の供給不足に価格が反応し，一定のタイ

ムラグを経て，不足部門に資源が流れることにより需給がバランスし，産業構造も均衡

化するようになるメカニズムが不在なことである。このためボトルネ ックが発生すると

政府が強権をもっ て資源配分に介入するしか対処の方法はなくなるが（現在はやりの

「傾斜生産方式」もその一つであろう），それは結局新たなボルトネ ックを作り出すだけ

という悪循環になるのである 。

（２３２）
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　　　　　　　　　　　　　　８）
　政策関係者の計算によれば，第８次５ケ年計画期間に必要するエネルギー産業の投資

資金は４４００億元という第７次５ケ年計画期問中投資額の倍の数字である 。このような巨

額資金が財政によっ て調達されることは明らかに不可能である 。また，省エネのためエ

ネルギー 多消費の製晶の生産を制限しようとしても ，加工工場を抑えエネルキー工業に

資源を集中しようとしても ，現実に利益の大きな製晶の生産を止めさせるには，行政手

段はすでに限界になっ ている 。エネルギー産業のボトルネ ックを解消するには，価格メ

カニズムの導入が緊急課題になっ てきた 。

１）　ここの基本建設投資の概念は，通常にインフラストラクチャーと呼ばれる分野の投資と違

　っ て， 学校 ・病院 ・住宅の建設を含める ，工場 ・鉱山 ・商店における資本形成上の投資のこ

　とである 。

２）黄載尭「９０年代我国能源工業発展需要解決的若干問題」《中国工業経済研究》（１９９１年第１０

　期）によれば，１０年問の内に，基本建設投資額は，第６次５ケ年計画期間中が６９４ ．０３億元で

　あ って，同期国民経済のそれの２０ ．４％を占め，第７次５ケ年計画期間中は２２４４ ．６１億元であ

　っ て， 同期の２７％も占めた。この間に増加した原炭の採掘能力は２０ ，５００ ．５万トンであ って ，

　そのうち第７次５ケ年計画期問中は１２ ，３７３ ．５万トン ，６０ ．４％を占めた。増加した石油の採掘

　能力は１１ ，７７９万トンであ って，第７次５ケ年計画期間中は６ ，７６５ ．９万トン ，５７％を占めた 。

　新増した発電設備能力は６ ，４０５ ．９３万キロワ ットであ って ，第７次５ケ年計画期間中は４３８３万

　キロワ ット ，６８ ．４％を占めた。第７次５ケ年計画期問に投資して，第８次５ケ年計画期問に

　建設中の規模には，中央統制炭坑は１ ．１３億トンであ って ，電力は４２６０万キロワ ットである 。

３）《中国統計年鑑１９９１年》によれば，８０年 ・８３年 ・８５年 ・８８年 ・８９年の人当たり年間エネル

　ギー消費量はそれぞれ９７ ．７ ・１０６ ．６ ・１２６ ．７ ・１４１ ．Ｏ ・１３９ ．３キロ標準石炭である 。

４）石油産業は大量の需要に応じるため，資金を目の前の製品生産に使用し，新しい石油資源

　の探査は弱くなり ，貯蔵量と採掘の比率がどんどん下降させることになり ，１９８０年代の末期

　に原油生産の成長が著しくダウンしたという悪い結果まで導くことになっ た。 石炭産業はメ

　インテナンス ・コストが足らず，採掘バランスが崩れた鉱山が第７次５ケ年計画期問に急増

　した。また，更新しなければならない設備が更新資金がなく ，石炭産業の生産効率が下がる

　一方であ った。電力工業は急増した電気需要に応じるため，第７次５ケ年計画期間に高エネ

　ルギー消耗の中 ・低圧トレインを大量に建設し，全国５００キロワ ットの中 ・低圧トレインは

　１９８０年の１０５８ ．２９万キロワ ットから ，１９８９年の２０００万キロワ ットに増加して，電力工業の経

　済性に悪影響を与えた 。

５）電気工業投資に占める水力発電への投資比重を１９８０年の３３ ．４％から ，１９９０年の２６％に下げ
，

　水力発電生産量の総生産量に占める比重を２２ ．４％から２０％に下げた。一方，火力発電直接燃

　焼石炭は３億トンになり ，石炭年問生産量の約３分の１をも占める 。

６）　日本においてもしばしば報道されている通りであるが，直接燃焼するため，大気汚染など

　の環境問題が大きくクロースア ソフされている 。モテルフラントとして，重慶市にある発電

　工場を建設する際，中国政府出資で三菱から脱琉装置を輸入してみたが，脱琉装置をつける

　だけで工場建設費用の３分の１まで占め，高すぎると政策関係者は言い，今後再び自己出資

　で脱琉装置をつけることがむずかしいと表明した。今後石炭を使用する際に環境汚染が大き

（２３３）
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　な問題として残されている 。

７）張継武「我国能源与国民経済発展関係的初歩探討」〈中国工業経済研究〉（１９９１年第６期）

　によれば，中国エネルギー生産弾性値係数は０ ．５からＯ ．７を取るほうが適当であるという 。

８）黄載尭「９０年代我国能源工業発展需要解決的若干問題」〈中国工業経済研究》（１９９１年第１０

　期）による 。

　（２）価格過小評価の石炭産業

　エネルギー生産が標準石炭の量を単位として計上することに表象されているように ，

中国のエネルギーはイコール石炭に近いと言 っても過言ではない。表１に示した通りに ，

１９６０年代のエネルギーに石炭が九割も占めていた。１９７０年代以降七割に下げたが，それ

から今日まで石炭が生産と消費の総量に占める割合は横ばいしながら増加傾向を見せて

いる 。１９８９年の石炭採掘量は１０億４０００万トンに達し，アメリカを抜いて，世界一となっ

た。 国民経済と社会発展十年計画に示されたように石炭の生産量が今後とも増大し ，

２０００年に１４億トンに達するということから ，石炭はエネルギーに占めるトッ プの地位は

これから１Ｏ年も続くであろう 。

　中国経済を支えているこの石炭は，その供給不足によっ て， 長い間経済の発展を制約

する重要な原因となっ ている 。それにも関わらず価格が過小評価されてきた。以下はそ

の価格過小評価の現状について検討してみる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
　現在，石炭製品価格は主に３種類に分けられる 。まず，生産量の４６％に占める中央統

制炭鉱による生産であるが，この部分は計画指令価格で販売される 。１９８５年以降，年度

計画生産額以上に生産される分に対する値上げが許されたが，その量が少なく ，年度計

画生産の８％にすぎない。第二に，地方政府管轄炭鉱の生産であるが，これは全生産量

の２０％を占め，地方政府によっ て価格を設定するが，ほぼ中央統制炭鉱と同様である 。

第三は郷鎮企業経営炭鉱であ って，この種の炭鉱が近年来増えており ，現在は全生産量

の３４％を占めている 。この種の炭鉱によっ て生産される分は市場協議価格で販売される 。

石炭の過小評価問題は主に計画指令価格のことを指すので，ここではもっ ぱらこれを対

象とする 。

　１９７８年まで ，物価の凍結政策をとっ たために，石炭価格は１９６５年以降の１３年間動かな

かっ た。 石炭企業の多くは赤字経営であ った。１９７９年に石炭価格が一気に３２％と大幅に

値上げされ，１９８３年，１９８４年にはそれぞれ２２と１５個の中央統制炭鉱を対象とし超過生産

に２５～５０％の値上げが行われた。多重価格制の実行は１９８５年から始められた。それは

１９８４年の指定計画を基数とし，基数以内の生産が計画指令価格であ って，基数以上で年

（２３４）
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度計画以内の生産について価格を５０％引き上げ，年度計画以上の超過生産については ，

国家計画に納入する分の価格を１００％引き上げ，その他は市場価格に任せるというもの

である 。その後さらに超過生産に対して指導価格制を導入した。これらの政策によっ て，

過小評価の石炭価格が大きく改善されることになっ た。 とりわけ１９８２年から郷鎮企業経

営炭鉱の生産に価格設定を自由化したため，５年間で石炭生産は倍増し，石炭の供給不
　　　　　　　　　１０）
足が著しく緩和された 。

　以上の措置をとっ たにも関わらず，石炭価格は依然として過小評価されている 。１９８５

～１９８９年において製造工業が実現した平均資金利潤率はそれぞれ９ ．２％ ，７ ．３％ ，６ ．８％
，

６． ６％，４ ．７％であるが，それに対して，同期の石炭部門が実現した平均資金利潤率はそ

れぞれ 一０ ．８％ ，一２ ．９％ ，一２ ．８％
，一

２． ５％
，一

４． ３％である 。また，１９８５年を基準として
，

１９８９年全工業製品の出荷価格の上昇率が５２ ．８％，生産財出荷価格の上昇率が５２ ．７％，石

炭生産 コストの上昇率が１２９ ．８％であることに対して，同期の石炭出荷価格の上昇率は
　　　　　　　１１）
２２ ．１％に過ぎない。石炭産業赤字経営状態の存続は財政上に大きな負担をかけると同時

に， 石炭工業の発展を制約することになっ た。

　表２のデータに基づいて計算　　　　　　表２　石炭指令計画価格の現状

すれば，石炭最低保護価格はト

ンあたり７１ ．３３元であるという

　　　　１２）
研究がある 。さらに，石炭生産

コストに関する現行の統計が古

くて ，現在の実情が反映されて

いないという声が高くなっ たた

め， 国家エネルギ ー資源部は　 （出所）北京石炭管理幹部学院の丁釧ｒ煤炭価格改革問題的思考与設

　　　　　　　　　　　　　　　　　想」《中国工業経済研究》１９９１年第ユＯ期による
１９８９年９月に山西省，湖南省の

原炭指令 原炭生産
年度 計画価格 コス　ト 赤字額 財政補助

（元／トン） （元／トン） （億元） （億元）

１９８５ ２６ ．０５ ２９ ．３３ ５． ６ ４． １

１９８６ ２６ ．５１ ３２ ．３３ １１ １１ ．６４

１９８７ ２６ ．２８ ３３ ．９０ ２２ １５ ．１６

１９８８ ２８ ．８６ ４１ ．８６ ３７ １６ ．７７

１９８９ ３６ ．４８ ５３ ．４２ ９０ ３２ ．５

１９９０ ４４ ．４８ ５９ ．９６ １１０ ５４

二省と開凍局，漣召ド局に対して調査を行い，その結果は現行統計制度によっ て計算され

た原炭生産 コストの１ ．６倍にも達した。この結果を持 って，先と同様な計算を行えば ，

１９９０年の石炭価格はトンあたり１１０ ．３７元であ って，１９９１年の石炭価格は１１８ ．２８元である
。

以上のいずれも現行価格の倍以上になることは明かである 。

９）これについてのデータは《中国煤炭工業年鑑》によるものである 。

１０）郷鎮企業経営炭鉱の増加は石炭供給の不足を緩和する一方，技術水準が低いため，浪費が

　ひどいと言われている 。これは資源保護上に問題が残ている 。

１１）これについて，北京石炭管理幹部学院の丁釧「煤炭価格改革問題的思考与設想」《中国工

（２３５）
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　　業経済研究〉１９９１年第１０期と国務院物価委員会の白帆「“八五”期間価格改革的戦略選択」

　　〈経済研究》１９９０年第９期を参照する 。

　１２）同１１）。 その計算式は次の通りである 。

　　　石炭最低保護価格：（原炭単位 コスト十営業外単位支出十資源税十原炭単位コスト　 コス

　　　　　　　　　　　ト利潤率）／（１一税率）

　　　ここで，原炭単位 コストは５９ ．９６元／トン ，営業外単位支出は５ ．０６元／トン ，資源税は１

　　元／トン ，コスト利潤率は５％，税率は３ ．２４％（製晶税 ・町建設税 ・教育を含む）である 。

　（３）石炭過小評価の是正に関して

　石炭価格過小評価を是正するために，現行の石炭価格は少なくとも１００％引き上げら

れる必要がある 。その際に，物価全体への影響が問題である。それについて検討してみ

よう
。

　まず，石炭が多く使用される産業，たとえは，カス　石炭製品工業，コークス業，電

力及ぴ表気なとの生産業，セメント製造業，化学肥料製造業，軽量建築材製造業，陶磁

器品製造業，金属加工業などが，まっさきに影響を受け，コスト ・ア ップされることに

なり ，石炭産業からの投入量が多ければ多いほど，コスト上昇分もそれだけ大きい。そ

れらの産業は現在の利潤を維持するために，コスト上昇分をそのまま価格に転嫁するこ

とになろう 。

　今度，これらの産業部門の価格上昇はそれらの産業から投入物を受け入れるような ，

より多くの産業に波紋をかけ，価格を引き上げることになる 。その際，最初に価格の変

動を引き起こした石炭産業自身も ，当初の引き上げ率を維持するために，波及効呆を受

ける分を持ってさらに上昇することになる。このように，波及効果は累積しながら広げ ，

やがて石炭の引き上げは石炭と直接関係を持たない部門も含める全産業部門の価格に影

響を与えることになる 。その際，各産業部門価格の引き上げ幅は一律ではなく ，それぞ

れの投入構造によっ て受ける影響の大きさも ，波及回数も違 ってくる 。このことを次の

式で表す 。

　　　」Ｐｉ＝ｆ（」Ｐｃ）　　　　（ｉ：１ ，　 …　 ，ｎ）

　ここで ，

　」Ｐｃ： 財政負担軽減と供給促進などのために石炭価格を引き上げた率を表し，ここで

は１００％になる 。

　」Ｐｉ： 第ｉ産業部門が」Ｐｃの波及効果を受けた際の価格上昇率を表す 。

　ｆ： 投入構造が不変で価格がコスト変動に反応的であることを前提として，発生する

（２３６）
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　　　　　　　　　　　１３）
波及効果を表す関数である 。

　しかし，これらの価格上昇は当然ながら中問投入 ・産出物にとどまらず，最終生産物

の価格も同様に上昇する 。その際に，まず労働者はその物価上昇により従来の賃金では

これまでの消費が享受できなくなる 。これは消費に使用される石炭の価格上昇凶Ｐｃに

よる影響だけではなく ，石炭価格上昇をきっ かけにして，全産業部門に波及する価格上

昇」Ｐｉからの影響も存在する 。後者はしばしば無視されるが，むしろ ，この方が影響

は大きい。国民実質生活への影響を避けるために，各産業のそれぞれの価格上昇率」Ｐｉ

と， その産業が消費生活に対して持つ影響度を考慮しながら名目賃金を引き上げる必要

がある 。このことを次の式で表す 。

　　　」Ｗｉ：９｛（」Ｐ １，
」Ｐ

２，…
」Ｐｎ） ，（Ｃ

１，
Ｃ２

，…
Ｃｎ）｝　　　（ｉ：１

，…
ｎ）

　ここで ，

　Ｃｊ ：第ｊ産業に対する単位あたりの民間消費需用 。

　」Ｗｉ：」Ｐｊの上昇に応じて第ｉ産業部門において必要となる名目賃金の上昇を表す 。

　ｇ： 国民実質消費の量と構成が一定であることを前提として，」Ｐｊが名目消費額を変

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ４）
化させることを通じて名目賃金に与える影響を表す関数である 。

　また，価格上昇」Ｐｉの影響を受け，従来のままの投資にはより多くの資金が必要と

される 。そのため各産業の減価償却が従来の額では新規投資の分をカバーできなくなり ，

新たな改定が迫られることになる 。このことを次の式で表す 。

　　　」Ｄｉ＝ｈ（」Ｐ １， 」Ｐ２，…
」Ｐｎ）　　　　（ｉ＝１

，…
ｎ）

　ここで ，

　」Ｄｉ：」Ｐｊの上昇に応じて第ｉ産業部門において必要となる減価償却の増加を表す 。

　ｈ： 各部門の実質投資額の一定を前提として，」巧が名目投資額を増加させることに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
通じて減価償却に与える影響を表す関数である 。

　さらに，このような名目賃金の上昇ハＷｉと減価償却の増加」Ｄｉはコストに上乗せに

なり ，価格に一層の上昇をもたらすことになろう 。つまり ，上記の式を次のように改め

て書き直す必要がある 。

　　　」Ｐｉ＝！｛」Ｐｃ，（」Ｗ １， 」Ｗ２，… 」Ｗｎ） ，（」Ｄ １， 」Ｄ
２，…

」Ｄｎ）｝

　　　」Ｗｉ＝９（」Ｐ １， 」Ｐ２，…
」Ｐｎ）

　　　」Ｄｉ＝ｈ（」Ｐ １， 凶Ｐ２，…
」Ｐｎ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｉ＝１
，　 …　 ，　ｎ）

　もう一つ残 ったことは，石炭の引き上げ凶Ｐｃ をきっ かけとして物価全体の上昇」Ｐｉ

（２３７）
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は貨幣の実際の価値を低下させることになり ，そのため各産業部門の名目利潤Ｚｉが変

化しない限り ，実質利潤が低下するになる 。この利潤についてどう考えるべきであろう

か， ここで石炭価格を引き上げた目的を想起する必要がある 。すなわち，他の産業と比

べて低い石炭産業部門の利潤率を上げることである。実質国民所得が一定のもとでそれ

を実現するには，石炭以外の産業部門の利潤率の低下が当然ながら伴われるものである 。

逆にいえば，他の産業部門実質利潤率の低下により ，石炭産業利潤の増加分・を吸収する

ことが我々の狙いである 。

　このように価格の面だけから見ても ，石炭産業一部門の利潤上昇は，全産業部門の価

格から ，賃金 ・利潤 ・固定資本再評価までほとんど価格体系の全てに波紋をかけるもの

である 。その波及効果とは，さまざまな要素によっ て構成された価格体系が一つの要素

変化によりバランスが崩れ，新たな価格体系へ向かう ，極めて複雑な変化過程である 。

　　１３）ｆ関数が具体的に産業連関分析によっ て次のように表せる 。

　　　　　　」Ｐｉ＝（Ｉ－Ａｊｉ）・１ （Ｗｉ＋Ｄｉ＋Ｚｉ）　　（ｉ，ｊ＝１
，…

ｎ）

　　　　　ただし，Ｚｉ＝Ｚｉ（ｉ＋ｃ，ｃは石炭部門を表す）

　　　　　　Ｚ　ｃ：Ｚｃ＋」Ｐ
ｃ

　　　　　ここで ，

　　　　　　Ａｊｉ： 投入係数行列の転置行列

　　　　　　Ｗｉ： 第ｉ産業部門の単位あたりの賃金

　　　　　　Ｄｉ： 第ｉ産業部門の単位あたりの減価償却額

　　　　　　Ｚｉ： 第ｉ産業部門の単位あたりの利潤

　　　　　　Ｚｉ： 価格調整後の第ｉ産業部門の単位あたりの利潤 。

　　１４）ｇ関数は次のように表せる 。

　　　　　　凶Ｗｉ＝　」Ｐｊ ・Ｃｊ ・Ｗｉ　（ｉ，ｊ＝１
，…

ｎ）

　　　　　ただし，この場合は賃金がすべて消費に使用することを前提とする 。

　　１５）ｈ関数は次のように表せる 。

　　　　　　凶Ｄｉ：　凶Ｐｊ ・Ｓｊ ・Ｄｉ　　（ｉ，ｊ＝１
，…

ｎ）

　　　　　　　　ｊ；１

　　　　　ここで ，

　　　　　　Ｓ１第 １産業部門に対する単位あたりの蓄積需要

　　　　　ただし，この場合には，全ての産業部門に対して固定資本構成を同様として取り扱うこ

　　　とになる 。これは強い仮定であるが，各産業部門の固定資本構成データがない限り ，大まか

　　　な目安となる 。また，価格波及効果の発生した以前の固定資本投資も ，減価償却について新

　　　規投資と同様な取扱いを受けることになる 。

（４）シミュレーションとそれに関するコメント

このような波及効果の変化過程を抽象的な議論にとどまらず，いくつかの仮定を置き

（２３８）
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ながら ，１９８７年度中国産業連関表を利用して
，

の結果は次の通りである 。

具体的なシミュレーシ ョンを試みた。そ

　　　　　　　　　（単位 ：％）

　　　　部　　　　　門

食糧作物栽培業

その他作物栽培業

林業

牧畜業

その他の農業

石炭採掘業

石炭選鉱業

石油採掘業

天然気採掘業

黒色金属鉱選鉱業
１８）

有色金属鉱選鉱業

建材と他の非金属鉱選鉱業

塩採掘業

木材及び竹の伐採と運輸業

下水道産業

食糧加工業

屠殺及び肉類加工業

たまご ・乳製品加工業

水産品加工業

製糖業

その他食品製造業

アルコール製造業

その他飲料製造業

タバコ 加工業

飼料工業

棉紡績業

毛紡績業

麻紡績業

シルク紡績業

メリヤス製品業

その他紡績業

裁縫業

皮革 ・毛皮製品業

木材粗加工業

家具等の精加工業

造紙及び紙製品業

印刷業

直接効果
１６）

Ｏ． ０３

０， ０２

０， ０７

０， ０６

０， ２２

０， ０３

０， ３９

３， ６９

０， ０７

０， ０３

０， ６９

０， ５１

０， ９２

１， ２１

０， ４３

０， ２５

０， ０９

０， ０２

０， １６

０， ０５

０， ７３

０， ２３

０， ４３

０， １４

０， ０２

０， １０

０， １７

０， １３

０， ２４

０， １０

０， １６

０， ０５

０， ０３

０， １０

２， １２

０， ２９

１， ０８

０． １２

全効果
１７）

　６ ，３２

　６ ，１４

　５ ，５２

　５ ，７４

　５ ，７９

　５ ，４８

　７ ，１２

　９ ，４１

　２ ，８０

　３ ，６４

　６ ，４０

　５ ，８１

　６ ，３８

　３ ，８４

　３ ，５８

　７ ，５４

　６ ，００

　５ ，０６

　４ ，７９

　４ ，６３

　５ ，３０

　４ ，９６

　４ ，６６

　４ ，８３

　１ ，６０

　５ ，４５

　４ ，５２

　３ ，９２

　４ ，８９

　３ ，９９

　３ ，９８

　５ ，０２

　３ ，９４

　４ ，２２

　７ ，２６

　５ ，５０

　６ ，１５

　４ ．７３

（２３９）
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文芸 ・スポーズ用具製造業

電力及び蒸気等の生産業

石油加工業

コークス産業

ガス ・ガス製品業

基本化学原料製造業

化学肥料製造業

化学農薬製造業

有機化学品製造業

生活用化学品製造業

合成化学材料製造業

その他化学工業

医薬工業

化学繊維工業

工業用ゴム製品業

生活用ゴム製晶業

工業用プラスチ ック製品業

生活用プラスチ ック製品業

セメント製造業

セメント ・アスベスト製造業

煉瓦 ・石灰 ・軽建材製造業

ガラス及びその製晶業

陶磁品製品業

耐火材製品業

他の非金属鉱物製品業

黒色金属製練と圧延加工業

有色金属製練と圧延加工業

工業用金属製品業

生活用金属製品業

ボイラー・ 原動機製造業

金属加工機械製造業

工業用設備製造業

農林牧畜漁業用機械製造業

生活用機械製造業

専用設備製造業

その他機械製造業

鉄道運輸設備製造業

自動車製造業

造船業

飛行機製造業

他の運輸設備製造業

電気機械製造業

生活用電気製品製造業

他の電気機械と器材製造業

Ｏ． ０９

１７ ，５８

０． ０２

４０ ．９７

４２ ，４５

２， １１

５， ５８

０， ６９

０， ５８

０， ４０

０， ５６

０， ３７

０， ２７

０， ４７

０， ２７

０， ２１

０， ２４

０， １９

６， ２１

１， １８

４， ９５

１， ９３

３， ３９

２， ６２

０， ９４

３， ２８

０， ７４

０， ４３

０， ２８

０， ２１

０， ４３

０， ３３

０， ２３

０， １２

０， ２６

０， ３８

０， ５２

０， ２１

０， ０９

０， ０５

０， １７

０， １５

０， ０５

０． ３３

４． １６

２１ ，３４

２． １５

４７ ．５７

５３ ，２０

８． ２１

１１ ，９８

６， ２０

４， ８６

４， ８２

４， ６８

４， ９５

４， ３７

４， ４９

４， １７

４， ４０

４， ５４

４． ４９

１２ ，５０

８． ４６

１０ ，５７

７， ２６

８， ５０

８， ２４

７． ２３

１１ ，２４

７， ３８

７， ０９

５， ６９

５， ７７

５， ５２

５， ７２

５， ７５

４， ２８

５， ０６

６， ０９

６， ５６

４， ７９

６， １４

５， ７３

５， ３６

５， ７７

４， ７３

５． ４２

（２４０）
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コンピューター 製造業

生活用電子器具製造業

他の電子及び通信設備製造業

メーター等の計量器具製造業

機械設備修理業

他の工業用製品製造業

他の生活用製品製造業

建築業

鉄道貨物運輸業

道路貨物運輸業

水上貨物運輸業

航空貨物運輸業

パイプ運輸業

郵便通信業

国内商業 ・海外貿易業

食糧 ・食油商業

流通用在庫業

飲食業

鉄道乗客運輸業

道路乗客運輸業

水上乗客運輸業

航空乗客運輸業

不動産産業

公共事業

都市住民サービス業

衛生事業

スポーツ事業

社会福祉事業

教育事業

文芸とラジオテレビ事業

科学研究事業

総合技術サービス事業

金融業

保険業

行政機関

全体物価指数への影響
１９）

農村消費生活への影響

都会消費生活への影響
２０）

社会消費生活への影響

０， １０

０， ０２

０， １１

０， １５

０， ４２

０， ４３

０， １８

０， １１

３， ７４

０， １５

０， ０３

０， ０１

０， ０６

０， ２３

０， ２０

０， ２７

０， ２６

０， １６

２， ３１

０， ０９

０， ０３

０， ０１

１， ４１

０， ２０

０， １９

０， ２６

０， ６４

０， ８１

０， ７５

０， ０７

０， ５４

０， ２５

０． Ｏ１

０， １１

０， ３７

１， ０６

０， ０１

０． ＯＯ

Ｏ． ＯＯ

３， ６６

３， ８７

４， ４８

４， ４３

５， ６７

５， ５１

４， ５１

７， ２５

７， ４９

４， ５６

２， ８９

２， ９３

４， ０９

４， ３０

４， ２９

４， ５５

２， ４６

５， ２１

６， ２２

４， ６７

３， ５４

３， １２

８， １２

５， ６１

５， １３

５， ０２

６， ０６

５， ８４

６， １５

３， ９０

５， ５４

５， ３６

０， ６２

１， ７５

５， ３３

７， ２０

６， ５９

６， ２０

５． ４１

７９

　このように価格変動の全体図を把握するのは政策上に極めて重要である。例えば，石

炭価格の引き上げは，石炭産業と直接関連する産業部門の受ける影響は考慮し易いが ，

一見石炭と無関係あるいはそれに近い産業部門への考慮が無視しがちである 。しかし ，

（２４１）
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これらの部門は第二次 ・第三次などの波及効呆により ，大きな波紋を寄せられる可能性

もあり ，上記のシミュレーシ ョン結果から見れば，多くの産業部門にとっ ては，波及効

果が第一次直接効果より桁数が一つ違うほど大きいことが分かる 。

　また，石炭産業部門自身も物価上昇の波及効果を受けるので，目標とした利潤率（名

目）を維持するためには，石炭採掘業は７ ．１２％を ，石炭選砿業は９ ．４１％をさらに価格上

昇させる必要があることが示されている 。

　さらに，国民消費生活の影響に関しては，これまでのやり方のように価格調整の対象

たる生産物（ここでは石炭であるが）の生活消費分に対して生活補助金を出しても ，その

際に，波及効果による全盤的な物価上昇は国民の生活を圧迫するであろう 。我々のシミ

ュレーシ ョンによっ て明らかにしたように，石炭の値上げは直接的にほとんど国民消費

生活に影響を与えないが，波及効果に通じて生活消費物価に大きい影響を与えることに

なる 。即ち ，都会消費生活には６ ．２０％であり ，農村消費生活には６ ．５９％である
。

　こうして国民総生産に占める割合がわずか１ ．０６％である石炭産業（石炭採掘業 ・選砿

業を含め）の価格上昇は，波及効果によっ て物価への影響力が７倍も増大したことが分

かっ た。

１６）第一次効果を受ける際の各産業部門の価格上昇率のことである 。全体物価指数への影響に

　ついては石炭価格上昇の影響のみ受ける際のことを指す 。

１７）波及効果が累積しながら広げる際に，その回数につれて効果が徐々に弱まり ，最終的に安

　定値に達するが，その時点における各産業部門の価格上昇率のことである 。

１８）黒色金属とは鉄 ・マンガン ・クロムのことであり ，これ以外の金属は有色金属である 。

１９）全産業部門の平均加重値である 。

２０）都会消費生活への直接影響は０ ．００３５％であ って，四捨五入をした 。

皿　石油価格と開放価格体系

　（１）石油産業と輸出

　中国エネルギーにとっ て石炭の次に重要なのは石油であり ，エネルギー消費の約二割

を占め，日本に比べて，ずいぶん低いウエートである 。これは石油生産 ・保存量による

ところが大きいが，年問生産量約１３ ，４１５万トンの石油は，ほとんど国内に供給する石炭

産業と違 って，深刻な供給不足の問題を抱きながら多くを輸出に向けているところにも

関連している 。総生産に占める輸出の割合は８０年 ・８５年 ・８７年 ・８８年においてそれぞれ

（２４２）
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１７％ ・２９％ ・２４ ．５％ ・２３％であり ，一方総輸出に占める石油輸出のウエ ートは８１年から

８８年においてそれぞれ２１ ．６７％ ・３９ ．３４％ ・３７ ．４３％ ・２１ ．５４％ ・２４ ．５０％ ・１０ ．１８％ ・

　　　　　　　　　２１）
９． ８９％ ・６ ．８６％である 。８５年以後石油の世界市場価格の急落により輸出が大きなダメー

ジを受けたことがここから読み取れる 。こうして石油の世界市場価格の変化に左右され

ながら ，今でも外貨を稼ぐ重要な柱である 。

　労働生産性の向上を実現するために，先進技術と資本の導入を行うのは開放政策の目

的であ って，それを基本国策の一つとして取り込むことになり ，今後も対外開放の範囲

を一層拡大しようとしている 。この開放政策に応じて自力更生というスローガン通りの

従来の閉鎖経済は変化を余儀なくされ，その経済に対応した価格体系もそのまま維持し

にくくなっ てきた。国際価格を考慮する価格体系，いわゆる開放的価格体系の形成が日

増しに重要な課題になっ ている 。

　石油は世界的に共通するエネルギー資源であり ，全世界の物価水準を左右する力を持

っていて，ある意味で通貨のような役割を働くものである。このような特殊な商品の価

格を他の商品に先かけて世界市場価格とリンクさせることは開放的価格体系の形成に有

益であろう 。

　実際，中央政府はすでに８３年から原油産出量請負制を実施すると同時に，請負ノルマ

を超過した部分については輸出しても良いとし，石油の世界市場価格で国内に販売して

も良いことにした。つまり ，わずかながら ，一部分の国産石油はすでに世界市場価格で

国内市場に流通している 。しかし，圧倒的に多い部分は中央統制価格で国内に配分して

いる 。ただ，その場合に深刻な供給不足が存在するため，石油製品に厳しい配給制を設

定されている 。

　国内需要さえ満足できないなのに，何故輸出が続けられているのであろうか。必要な

外貨を稼ぐのも理由の一つであるが，むしろ内外の価格差が根本的な誘因であろう 。貿

易上の価格競争力を計画指令価格について見るならば，石油の輸出は労働力が多く吸収

できる自動車産業などの製造業の輸出より遥かに優位にある 。しかし，中国にとっ て，

その人口の大きさも考慮にいれれば，石油などの自然資源が決して恵まれているとは言

えない。従 って，長期的にみれば，豊富な労働力を活用して，日本と同じように加工型

貿易国として発展せざるをえないのであろう 。ところが，現状では石油の内外巨額の価

格差が石油輸出に対する誘因となっ ており ，この点の是正が不可欠であると考えられる 。

　このような意味で石油が世界市場価格とリンクするのは意義が大きい 。

　計画指令価格については，６０年に大慶油田が発見されてから ，石油の自給率が大幅に

（２４３）
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上昇したため，６１年３月に地域差とコストを勘案して，全国統一の原油価格が制定され ，

それから７０年まではトン当たり平均１３０元の価格が維持されていた。ところが，７１年の

価格調整で２０％値下げされ，平均１０３元となっ た。 しかも ，その後８８年までこの価格で

固定されたままであ った。８８年に１０元引き上げ，８９年にさらにトン当たり１４１元に定め

た。 この価格の設定は重要物資の低価格安定供給や重化学工業の推進といっ た考え方に

よる産物であ って，鎖国経済のもとでは，それは財政上に負担をかけるだけで済む問題

であ ったが，開放経済のもとでは，比較優位という錯覚を与え，望ましくない貿易パタ

ーンを導く原因になっ た。一方，石油の世界市場価格については，１９８６年１２月１１日から

２０日にかけてジ ュネーブの通常総会で石油原油固定価格への復帰を確認して ，１９８７年１

月１日から１バーレル当たり１７ ．５２ドルを決定した。１９８８年４月１日から市場連動価格

制に移動したが。おおむねジ ュネーブ通常総会で決定したその価格の前後に動いている 。

これは国内計画指令価格より約３６６倍高い数値である 。

　　２１）　ここの数字はく中国能源統計年鑑》のデータによっ て計算したものである 。

　（２）石油世界市場価格とのリンクに関して

　一産業の価格調整をきっ かけにして発生する波及効果の大小は産業それぞれの技術構

成によっ て相違があるが，その発生がたどっているプロセスは，石油でも石炭でも同様

である 。しかし，政策的に決定された引き上げ率は外的要素でありながら ，石炭価格自

身は波及効果による物価全体の変動から影響を受け，それとともに一層の変動が継続す

るという意味で内生変数である 。これに対して石油世界市場価格は中国の物価水準とほ

とんど関係のない要因によっ て決定され，それとリンクする際に，石油価格は中国の物

価水準にとっ て， 外から与えられる外生変数である 。すなわち，石油の価格調整によっ

て発生される価格の波及効果は他の産業に影響を与えるが，石油価格自身はその影響を

受けずに，世界市場価格という外的要素で決定される 。産業連関分析の手法の利用にあ

たっ て， 石炭の場合は，産業連関表をそのままに使えば良いが，石油の場合は，石油産

業を産業部門から除外作業，つまり外生化する必要がある。その際に他の産業が石油産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
業から受ける投入物は外生変数である付加価値と同様に取り扱うことになる 。

　石油価格を外生化するにはいま一つの問題が残 っている 。上述したように，石油世界

市場価格は中国の物価水準以外の要因で決定され，実際はドル建てで決められているが ，

その世界市場価格と中国国内価格をリンクする際のチャンネルである為替レートは中国

の物価水準にも依存するものである。波及効果によるインフレは実質為替レートの変化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４４）
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を引き起こす。すなわち，実質レートの変化率は名目レートの変化率から両国問のイン

フレ率格差を引いたものである 。その変化に伴 って世界市場価格とリンクした石油価格

の一層の変動が必要とされる 。これは名目賃金と実質賃金の関係に似ているため，賃金
　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
項目と類似する取扱いが考えられる 。石油価格が世界市場価格とリンクする際，価格上

に発生する一連の変動過程を図１にまとめてみた 。

　　　　　　　　　　　　図１　石油世界市場価格とのリンク

　　　　　　　石油世界市場価格とのリンク
　　　　　　（石油自身は国内価格波及効果 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一．．．

　　　　　　　を受けず，外生化）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１

　　　　　　　　　　　　　投人構造が不変で　　　　　　　　　　　　　　　　：

　　　　　　　　　　　　　価格がコスト変動に　　　　　　　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　反応的である前提　　　　　　　　　　　　　　　＝

　　　　　　　　直接効果と波及効果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
　　　　　　　　による物価上昇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　供　　　　　　　　　　 ＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　給
　　　　　　中問投入産出　　　最終需要　　の　　　　　　　　　　　　　　　 １

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　面消費変化に応じる名目賃金上昇 １

　　　　　　　の変動　　　　の変動　　　　　　　　　　　　　　　　：
　　　　　　（実質上が一定）（実質上が一定）　　投資変化に応じる減価償却上昇１

　　　　　　　　　畦

　　　　　　　　　為替レートの変化 一一一一 石油価格の再変動 一一一一一一一一一一一一一 」

　　　　　 （注）点線の矢印に表す変動についてはシミュレーシ ョンの対象としないこと 。

　しかし，実際の為替レートはその実質為替レートの変化率に伴 って頻繁に運動するか

どうかは問題であり ，なお，中国はドルに対して固定為替相場制をとっ ていることから

考慮して，当面このことを無視することにした 。

２２）ｇ関数とｈ関数はそのままで良いが，ｆ関数は次のように書き直す 。

　　　　」Ｐｉ＝（Ｉ－Ａｊｉ）一１ ｛（」Ｐｏ ・Ｏｉ）十Ｗｉ＋Ｄｉ＋Ｚｉ｝

　　　ここで ，

　　　　」Ｐｏ： 世界市場価格とリンクするために石油価格の上昇率を表し ，ここでは３６６％に

　なる 。

　　　　凶Ｐｉ： 第ｉ産業部門が」Ｐｏの波及効果を受けた際の価格上昇率を表す
。

　　　　Ｏｉ： 第ｉ産業部門が一単位生産するために石油産業から受ける投入物を表す
。

　　　ただし，ここのＰ ・Ａ ・Ｗ ・Ｄ ・Ｚなどは石油産業を外生化した後のものである 。

（２４５）
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　２３）例えば，為替レートの変化率は最終需要財の相対価格変化とリンクすることが考えられる 。

　（３）シミュレーションとそれに関するコメント

　このように石油の世界市場価格とリンクして，石油価格を３ ．６６倍を上昇させる際に
，

さまざまな波及効果による全価格体系への影響について，石炭の場合とほぽ同じ仮定を

置きながら ，シミュレーシ ョンを行い，次の結果を得た 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：％）

　部　門

食糧作物栽培業

その他作物栽培業

林業

牧畜業

その他の農業

漁業

石炭採掘業

石炭選鉱業

天然気採掘業

黒色金属鉱選鉱業

有色金属鉱選鉱業

建材と他の非金属鉱選鉱業

塩採掘業

木材及び竹の伐採と運輸業

下水道産業

食糧加工業

屠殺及び肉類加工業

たまご ・乳製品加工業

水産品加工業

製糖業

その他食品製造業

アルコール製造業

その他飲料製造業

タバコ 加工業

飼料工業

棉紡績業

毛紡績業

麻紡績業

シルク紡績業

メリヤス製品業

その他紡績業

裁縫業

波及効果

１６ ．５９

１５ ．４３

１４ ．０７

１４ ．６６

１４ ．３９

１６ ．２５

１６ ．８７

１４ ．６５

１３ ．０９

１６ ．３０

１５ ．４３

１８ ，１０

８． １３

１２ ．７６

１４ ．４６

１７ ．２５

１３ ．１８

１２ ．２８

１３ ．４６

１２ ．１７

１２ ．９９

１２ ．１０

１２ ，４４

４． ３９

１５ ．８６

１２ ．９０

１０ ．６６

１３ ．１１

１１ ．４１

１１ ．９０

１３ ．８６

１１ ．１０

　部　門

耐火材製品業

他の非金属鉱物製品業

黒色金属製練と圧延加工業

有色金属製練と圧延加工業

工業用金属製品業

生活用金属製品業

ボイラー・ 原動機製造業

金属加工機械製造業

工業用設備製造業

農林牧畜漁業用機械製造業

生活用機械製造業

専用設備製造業

その他機械製造業

鉄道運輸設備製造業

自動車製造業

造船業

飛行機製造業

他の運輸設備製造業

電気機械製造業

生活用電気製品製造業

他の電気機械と器材製造業

コンピューター製造業

生活用電子器具製造業

他の電子及び通信設備製造業

メーター等の計量器具製造業

機械設備修理業

他の工業用製品製造業

他の生活用製品製造業

建築業

鉄道貨物運輸業

道路貨物運輸業

水上貨物運輸業

波及効果

１８ ．４１

１５ ．６３

１５ ．３２

１５ ．６７

１４ ．００

１３ ．２３

１３ ．１８

１２ ．７４

１２ ．８６

１３ ，６６

９． ９３

１２ ．１３

１３ ．６９

１４ ．２９

１２ ．１８

１４ ．８５

１２ ．１２

１２ ．９９

１２ ．９８

１３ ．４２

１５ ，０６

９． ５８

１１ ．３９

１２ ．３１

１１ ．１９

１４ ．４９

１３ ．５７

１３ ．９６

１７ ．２６

１７ ．１９

３８ ．９１

３４ ．９０

（２４６）
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皮革 ・毛皮製品業

木材粗加工業

家具等の精加工業

造紙及び紙製品業

印刷業

文芸 ・スポーズ用具製造業

電力及び蒸気等の生産業

石油加工業

コークス産業

ガス ・ガス製品業

基本化学原料製造業

化学肥料製造業

化学農薬製造業

有機化学品製造業

生活用化学品製造業

合成化学材料製造業

その他化学工業

医薬工業

化学繊維工業

工業用ゴム製品業

生活用ゴム製品業

工業用プラスチ ック製品業

生活用プラスチ ック製品業

セメント製造業

セメント ・アスベスト製造業

煉瓦 ・石灰 ・軽建材製造業

ガラス及びその製品業

陶磁品製品業

１１ ．７２

１６ ．７６

１４ ．６４

１２ ．８９

１２ ．３８

１１ ．２４

３１ ．１６

１７０ ．５２

２４ ．７７

４８ ．２８

１６ ．６０

３２ ．５９

１８ ．７５

２６ ．６９

１４ ．６１

４４ ．２２

１３ ．２３

１１ ．６１

２４ ．５７

１２ ．８９

１３ ．４２

２３ ．７６

２２ ．８７

１６ ．１５

１５ ．４２

２０ ．４７

２１ ．４３

２０ ．３９

航空貨物運輸業

パイプ運輸業

郵便通信業

国内商業 ・海外貿易業

食糧 ・食油商業

流通用在庫業

飲食業

鉄道乗客運輸業

道路乗客運輸業

水上乗客運輸業

航空乗客運輸業

不動産産業

公共事業

都市住民サービス業

衛生事業

スポーツ事業

社会福祉事業

教育事業

文芸とラジオテレビ事業

科学研究事業

総合技術サービス事業

金融業

保険業

行政機関

全体物価指数への影響

農村消費生活への影響

都会消費生活への影響

社会消費生活への影響

３８ ．１９

２１ ．３９

１１ ．４９

１１ ．Ｏ１

１１ ，４１

６． ９０

１３ ．８４

１７ ．６１

３４ ．１０

３０ ．４７

３１ ．２８

１６ ．３５

２７ ．５８

１２ ．１７

１２ ．３４

１５ ．１３

１３ ．４９

１４ ，０５

９． ７０

１４ ．９３

１７ ，０４

１， ５８

５． Ｏ０

１６ ．３８

２１ ．２２

１４ ．６９

１５ ．３６

１５ ．５１

８５

　国民総生産に占める割合がわずかＯ ．９７％である石油産業は，内外の価格差があまりに

も大きいので，その価格が世界市場価格とリンクすれば，波及効果に通じて物価全体に

２１ ．２２％という大きな影響を与えるために，実行にあた って政策上に一層の配慮が必要

である 。

　このシミュレーシ ュン結果に示されたように，波及効果を特に大きく受ける産業部門

には，当然ながら石油加工業があるが，ほかにガス製晶業 ・運輸業（鉄道 ・水上 ・航空

の全部はそうである） ・合成化学材料製造業 ・電力及び蒸気等の生産業 ・化学肥料製造

業　化学繊維工業　公共事業　有機化学品製造業なとがある 。

（２４７）
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１Ｖ　終　わ　り　に

　以上において我々は中国エネルギーの９３％を占める石炭 ・石油を対象として，その供

給不足が価格メカニズムの導入によっ て解決する際に，国民所得分配率が一定のもとで ，

価格面での波及効果の大きさに対してシミュレーシ ョンを行 ってみた。それは相当大き

いと分かっていただけると思う 。

　この波及効果は現実には徐々に発生するものであろう 。通常，賃金と減価償却の変化

は価格の上昇より一期遅れるし，同じ価格の上昇でも第一次効果から，第二次効果など

への進むテンポが産業部門によっ てそれぞれ相違がある 。したがって，価格調整の政策

策定もそれに応じて段階的に行われるべきである 。

　また，我々のシミュレーシ ョンは，一つの価格の変化から波及効果の発生過程におい

て， 実物世界（ここでは投入構造 ・消費構造 ・蓄積構造を含む）が一定不変であること ，

あるいはその波及効果の発生は瞬時的に行うことを前提とした。賃金を含める価格体系

全体への波及効果を測定するうえにはその単純化がやむを得ないものであるため，この

前提をおいたが。実際の経済においては，価格波及効果の発生には時間がかかるもので

あり ，価格メカニズムの導入によりエネルギーの供給不足を解消するという目的自身が

実物世界の変化を求めるという課題と連動している 。

　さらに，我々は他の産業部門の名目利潤の安定により ，エネルギー産業部門実質利潤

の上昇を吸収することを狙いとしているが，これの保証も実際上に困難なことであり ，

この部分のコントロールを失えば，物価が天井なく上昇する可能性がある 。

　経済は生き物であり ，絶えず多くの要素が相互に依存しながら変化するものである 。

当然ながら ，それは我々のシミュレーシ ョンした価格体系に留まらない，むしろその方

向に向きながら，それぞれの変化した時点の価格のもとで，実物も市場原理に基づいて

変化していくのであろう 。供給の面では，資金 ・労働力などの生産資源がこの価格調整

によっ て利益のある産業になっ た石炭 ・石油などのエネルギー産業へ流入し，増産によ

って供給が増えていく（さらにその生産効率の向上により ，また価格が下がってくるの

であろう）。 需要の面では，コスト上昇の対策として生産規模を縮小したり ，節約を通

して効率を向上したり ，新たな代替材を開発したりすることによっ て， 需要を減少させ

ることになる。このようにさまざまな経済要素の働きがあるこそ，価格の調整によるエ

ネルギーのボトルネ ック解消がはじめて実現するものであろう 。

（２４８）


